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１ 横浜市地球温暖化対策計画書制度の進捗状況（平成 28～30 年度） 

(1) 温室効果ガス排出量の推移 

   平成 28 年度に計画を開始した事業者（275 者）の平成 30 年度の排出量は、基準年度（平

成 27 年度）と比較して約 50 万 t-CO2（約 6.6％）削減されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【対象事業者の温室効果ガス排出量の推移】 

 

(2) 重点対策の取組状況 

計画書制度では、温室効果ガス削減に向け削減効果が高い重要な対策として定めた 27 項目 

（以下「重点対策」といいます）の取組を求めています。重点対策のうち３年間で特に進捗し 

た項目は「エコドライブ推進体制の整備」「照明設備の高効率化」等の取組です。 

これらの取組が、温室効果ガスの大幅な削減に寄与したものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 
 

【計画期間中に実施済率が大幅に増加した重点対策項目】 

 

 

令 和 ２ 年 ５ 月 2 0 日 
環境創造局環境管理課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

事業者の⾃主的な取組により温室効果ガス排出量を 6.6％削減 
－ 顕著な実績をあげた事業者を表彰します － 

裏面あり 

横浜市地球温暖化対策計画書制度において温暖化対策に取り組んでいる事業者の温室効果ガ

ス排出量は、基準年度（平成 27 年度）の 760 万 t-CO2 に対して、平成 30 年度は 710 万 t-CO2

と大幅に削減されました。 

このたび、本制度において特に顕著な実績を挙げた 10 事業者を「ヨコハマ温暖化対策賞」の

受賞者に決定し、表彰します。 

重点対策項目 

基準年度(H27) 

実施済率（%） 

エコドライブ推進体制の整備 68.9 

照明設備の高効率化 35.2 

自動車の適正な維持管理 77.8 

地下駐車場の換気管理 81.5 

変圧器の需要率管理、効率管理 64.5 

 

第三年度(H30) 進捗 

ポイント 実施済率（%） 

82.2 13.3 

47.2 12.1 

88.9 11.1 

92.2 10.6 

74.1 9.6 

 

 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

基準年度

（H27）

第一年度

（H28）

第二年度

（H29）

第三年度

（H30）

 

760  734  738  710 
H27 年度比 

50 万 t-CO2 削減 
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２ ヨコハマ温暖化対策賞 

(1）受賞者の一覧 

ヨコハマ温暖化対策賞は、計画書制度対象事業者のうち、３年間の取組の中における重点

対策の実施状況や削減目標の達成状況などに基づいて、大幅な温室効果ガス排出量の削減な

ど顕著な実績を挙げた事業者を表彰する制度です。 

この度、専門家のご意見を踏まえ、受賞者を決定しました。 

 

【受賞者一覧】         ※受賞者の概要は別紙資料参照（敬称略・五十音順） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2）表彰式の実施について 

 例年６月頃に受賞事業者の表彰式を開催していましたが、今年度の表彰式については、 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、開催時期を延期します。開催日程等が決まりま 

したら、改めて記者発表します。 

なお、本表彰式は第 27 回横浜環境活動賞表彰式と同日開催を予定しており、同賞につい 

て、５月下旬～６月上旬に開催する旨、令和２年３月 19 日付環境創造局政策課の記者発表 

資料にてご案内をしておりましたが、同賞も併せて延期となりますので、ご了承ください。 
 
 

 
 

お問合せ先 

環境創造局 環境保全部 環境管理課長 山本 恵幸 Tel 045-671-2474 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オルトヨコハマビジネスセンター管理組合 

JFE エンジニアリング株式会社 

生活協同組合ユーコープ 

株式会社そごう・西武 

東亞合成株式会社 

株式会社ニチレイ・ロジスティクス関東 

日揮ホールディングス株式会社 

株式会社みずほ銀行 

三菱地所株式会社 

株式会社武蔵野 

 

【参考：昨年度表彰式の様子】 



 

 

ヨコハマ温暖化対策賞 受賞者概要 

 （敬称略・五十音順） 

受 賞 事 業 者 事 業 者 の 取 組 

オルトヨコハマビジネスセンタ
ー管理組合 
（不動産業、不動産賃貸
業・管理業） 

複数の事業者及びテナントが⼊居する複合ビルにおける、空調の運⽤改善による
電気、都市ガス使⽤量削減の取組。 
 発電・空調設備であるコージェネレーションシステム※（CGS）/ボイラー/冷温⽔発
⽣器の運⽤において、CGS を発電重視の運⽤から効率が最⼤限となる廃熱利⽤を
重視した運⽤に転換し、季節ごとの運転パターンの設定や給排気ファンの運転時間
の短縮化を実施し、⼤幅な省エネを実現した。 

上記取組により、2015年度を基準とした2016〜2018年度の計画期間におい
て年間約 930 トン、約 20％の CO2 排出削減を達成できた。 

また、同事業所は外部コンサルタントによる省エネ対策の実施を進めており毎年度
様々な運⽤対策に取り組んでいる。 

JFE エンジニアリング株式会
社 
（製造業、はん⽤機械器
具製造業） 

⽔道⽤鋼管、シールド掘削機等の製造を⾏う事業所における、エネルギー使⽤
割合の 6 割弱を占める電気及び 4 割弱を占める都市ガス使⽤量削減の取組。 

横浜本社における⼯場内照明及び投光器の LED 化や特⾼受電所の変圧器更
新による使⽤電⼒の削減、灯油焚ボイラー及び都市ガスボイラーから燃焼効率の⾼
いガス給湯器への更新によるエネルギー効率化を推進した。 

上記取組により、合計で約 650 トン、約９％の CO2 排出削減を達成できた。 
また、同社は事業所内に 56kW の太陽光発電システムを設置及び⼯場屋根に

採光部の設置等の昼間電⼒消費量の削減に取り組んでいる。 

⽣活協同組合ユーコープ 
（⼩売業 各種商品⼩売
業） 

宅配事業、福祉事業等の⾞両運⾏管理における燃料消費効率化の取組。 
市内事業所における商品配送や訪問介護事業等で運⾏する⾞両において、エコ

ドライブの推進、安全運転講習の徹底や低燃費、低公害⾞の導⼊促進、定期的
な配送ルートの効率化の⾒直し、テレマティックスの活⽤等を実施し従業員の安全
運転と環境に対する意識の向上を推進した。 

上記取組により、2015年度を基準とした2016〜2018年度の計画期間におい
て⾛⾏距離当たりの CO2 排出原単位を約 22％向上し、年間約５０トンの CO2
排出削減を達成できた。 

また、同社は店舗運営においても省エネコンサルタントによる運⽤改善や照明の
LED 化等を推進し、年間約 670 トンの CO2 排出削減を達成した他、環境に配慮
した商品の取り扱い・普及及び廃棄物削減を推進する環境基本政策を掲げ、組合
員・従業員が⼀体となって地球温暖化対策積極的に取り組んでいる。 

株式会社 そごう・⻄武 
（卸売・⼩売業、各種商品
⼩売業） 

 店舗における主要なエネルギー使⽤設備である照明設備の LED 化の取組。 
 そごう横浜店における既存の蛍光灯器具約 4,300 灯の LED 化を実施した。 

取組実施にあたり、照明は店舗イメージに直結する設備であるため、商品エリアご
とに照度や⾊温度、配置などを検討し、同社の店舗イメージを向上させつつ省エネを
実現する照明設計を推進した。 
 上記取組により、2018 年度に合計で約 510 トンの CO2 排出削減を達成でき
た。 
 また、同社は横浜店以外の市内店舗においても 2015 年度から照明設備の LED
化を推進しており、計画的な省エネに取り組んでいる。 

東亞合成株式会社 
（製造業、化学⼯業） 

カセイソーダや次亜塩素酸ソーダ等の基幹化学品を⽣産する事業所における、エ
ネルギー使⽤量の 9 割弱を占める電気使⽤量削減の取組。 

横浜⼯場の電⼒消費の約 85％を占める⾷塩の電気分解⽤の電解槽を⾼効率
な槽に更新し、2017 年度に約 560 トンの CO2 排出削減を達成できた。 

また、同社は省エネ委員会によるエネルギー消費、原単位を指標とした PDCA サ
イクルを組織的に推進し 2015 年度を基準とした 2016〜2018 年度の計画期間
において⽣産量増加にもかかわらず最終年度に3.6％の原単位の削減を達成した。 

これらの取組の結果 2017 年に続き 2 回⽬のヨコハマ温暖化対策賞の受賞とな
る。 

資料 



 

 

株式会社ニチレイ・ロジスティ
クス関東 
(運輸業、倉庫業) 
 

冷凍⾷品の保管、仕分業務を担う事業所における、照明や冷凍機設備を対象
とした取組。 

グループ全体が⼀丸となり、省エネ・設備維持保全の⽅針に基づき事務所・倉庫
内・外灯のヒータ付き照明や⽔銀灯等、消費電⼒の⾼い照明の LED 化を短期間
で集中して更新した。 

上記取組により合計で約 500 トン、約 20%の CO2 排出削減を達成できた。 
また、冷凍機の更新や冷凍機の運転制御の⾒直し等も推進し、2015 年度を基

準とした 2016〜2018 年度の計画期間においても約 570 トンの CO2 排出削減を
達成した。 

⽇揮ホールディングス株式会
社 
（総合エンジニアリング業） 

同社が区分所有するみなとみらいクイーンズタワーA における照明、空調設備を対
象とした取組。 

事業所内の照明器具のLED化、空調⽤冷⽔ブースターポンプの更新、コンパクト
空調の更新、給湯⽤循環ポンプの更新、⽔回り照明器具の⾃動点滅、各空調機
の運⽤変更等を実施した。 

上記取組により 2015 年度を基準とした 2016〜2018 年度の計画期間におい
て年間約 1,800 トン、約 2６％の CO2 排出削減を達成できた。 

同社は、⽇揮グループとして環境調和型・低炭素社会の実現に向けた環境基本
⽅針を定め、事業活動を通じた様々な環境改善活動を推進している。この活動の
ひとつとして、毎年度計画的な設備の更新や運⽤改善に取り組んでおり、2019 年
に続き 2 年連続でヨコハマ温暖化対策賞の受賞となる。 

株式会社みずほ銀⾏ 
（⾦融業、銀⾏業） 

銀⾏の店舗等において、空調、照明のエネルギー使⽤量を削減した取組。 
既存店舗の照明の LED 化、空調の⾼効率な設備の導⼊、及び業務効率化に

よる環境配慮型設備の導⼊を推進した。 
同⾏では毎年度に全店舗の設備稼働状態を点検し、設備毎の劣化度合いを⼀

元管理しており、この管理記録を活⽤することで更新の優先順位付けを⾏い、効率
的かつ経済的な設備更新を推進している。 

上記取組により 2015 年度を基準とした 2016〜2018 年度の計画期間におい
て年間約 1,200 トン、約 25％の CO2 排出削減を達成できた。 

また、各店舗のエネルギー使⽤量を毎⽉集計し、使⽤実績や削減状況を周知す
ることで従業員の省エネ意識向上に努めている。 

三菱地所株式会社 
（不動産業、不動産賃貸

業） 

様々なテナントが⼊居する⼤型複合ビルである横浜ランドマークタワー、クイーンズ
パーキングにおける照明及び空調設備を対象とした取組。 

2018 年度に照明の LED 化を５フロアにて実施し、約 680 トンの CO2 排出削
減を達成できた。また 2015〜2018 年度には空調の⾼効率モータへの更新、冷温
⽔循環⽤ポンプの更新、インバータ制御運転、照明の LED 化等を計画的に推進し
前述の取組を含めた合計で約 2100 トン、約８％の CO2 排出削減を達成した。 

また、同社は地球環境への配慮を経営の重点課題のひとつとして、横浜市⾵⼒
発電に協賛する等、環境保全に積極的に取り組んでいる。 

株式会社武蔵野 
（製造業、⾷品製造業） 

コンビニチェーン店向け弁当やおにぎり製造する⼯場における照明、空調設備を対
象とした取組。 

⼯場内の照明設備約 1200 灯の LED 化、⽼朽化した空調の更新、給排気ファ
ンのインバータ化による⾃動制御化、温⽔ボイラーのヒートポンプを活⽤したハイブリッ
ド給湯システムへの更新を実施し、合計で約 710 トン、約 13％の CO2排出削減を
達成できた。 

また、これら設備更新に国の補助⾦制度を活⽤することにより、更新前後の投資
対効果を定量的に算定し計画的に推進した。 

なお、同社はエコアクション２１※に取組んでおり組織的な環境改善活動を推進
している。 

※⽤語の説明 
・コージェネレーションシステム︓都市ガスや⽔素等から「電気」と「熱」を作る発電システム。 
・エコアクション 21︓環境省が策定した⽇本独⾃の環境マネジメントシステム（EMS）。「PDCA サイクル」と呼ばれるパフォーマンスを 

継続的に改善する⼿法を基礎として、事業者等が環境への取組を⾃主的に⾏うための⽅法を定めている。 
 

 

 


